
1 

財政事情書 

 

Ⅰ 令和８年度上半期（４月１日から９月３０日までの期間）の状況 

 

１ 収入及び支出の概況 

（１）一般会計 

ア 歳入 

款 予算額 収入済額 収入率 

市税 105億1,554万円 65億 264万円 61.8％ 

国庫支出金 53億2,642万円 19億 418万円 35.7％ 

地方交付税 41億3,198万円 29億6,820万円 71.8％ 

県支出金 26億6,512万円 2億5,775万円 9.7％ 

市債 12億9,770万円 0万円 0.0％ 

諸収入 3億9,885万円 1億 864万円 27.2％ 

地方譲与税 3億 688万円 9,684万円 31.6％ 

使用料及び手数料 2億2,242万円 1億2,146万円 54.6％ 

その他 48億5,051万円 33億 502万円 68.1％ 

合計 297億1,542万円 152億6,473万円 51.4％ 

 

イ 歳出 

款 予算額 支出済額 支出率 

民生費 106億4,718万円 34億9,399万円 32.8％ 

総務費 41億6,170万円 18億5,908万円 44.7％ 

土木費 40億2,953万円 17億9,182万円 44.5％ 

教育費 32億1,962万円 11億 171万円 34.2％ 

衛生費 17億3,890万円 8億3,541万円 48.0％ 

消防費 15億8,302万円 7億7,768万円 49.1％ 

農林水産業費 12億3,354万円 3億1,202万円 25.3％ 

公債費 26億4,035万円 13億 418万円 49.4％ 

その他 4億6,158万円 2億1,479万円 46.5％ 

合計 297億1,542万円 116億9,068万円 39.3％ 
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（２）特別会計 

特別会計名 予算額 
収入済額 支出済額 

収入率 支出率 

国民健康保険 60億4,149万円 
23億1,418万円 21億7,000万円 

38.3％ 35.9％ 

後期高齢者医療 18億3,894万円 
3億5,186万円 5億9,932万円 

19.1％ 32.6％ 

介護保険 57億4,368万円 
24億3,822万円 23億8,874万円 

42.5％ 41.6％ 

介護サービス事業 2,630万円 
990万円   1,173万円 

37.6％ 44.6％ 

 

（３）水道事業会計 

ア 収益的収支 

区分 予算額 執行額 執行率 

収入 16億 759万円 5億8,060万円 36.1％ 

支出 17億6,339万円 5億  54万円 28.4％ 

 

イ 資本的収支 

区分 予算額 執行額 執行率 

収入 2億1,460万円 0万円 0.0％ 

支出 5億3,932万円 1億6,592万円 30.8％ 

 

（４）下水道事業会計 

ア 収益的収支 

区分 予算額 執行額 執行率 

収入 15億8,211万円 8億5,847万円 54.3％ 

支出 15億8,211万円 2億4,293万円 15.4％ 

イ 資本的収支 

区分 予算額 執行額 執行率 

収入 14億7,302万円 1億8,925万円 12.8％ 

支出 18億4,021万円 3億8,101万円 20.7％ 
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２ 住民の負担の概況 

（１）市民１人当たりが納めた金額   10万3,924円 

（２）１世帯当たりが納めた金額    25万5,291円 

備考：令和8年10月1日現在の人口5万7,534人及び2万3,421世帯で計算して 

います。負担額には法人市民税は含まれていません。 

 

３ 財産の現在高 

（１）土地（公共用地） 223万5,238.42㎡ 

（２）建物（公共施設）  22万7,174.02㎡ 

（３）基金        91億9,705万円  

ア 財政調整基金 44億7,527万円 

イ 減債基金 12億 227万円 

ウ 公共施設整備基金 12億2,085万円 

エ 土地開発基金 6億8,724万円 

オ 地域福祉基金 3億8,879万円 

カ 石下庁舎等建設基金 1億1,039万円 

キ その他 11億1,224万円 

 

４ 地方債の現在高 350億5,294万円 

（１）一般会計   203億4,901万円 

（２）特別会計   147億 393万円 

ア 水道事業会計 37億 327万円 

イ 下水道事業会計 110億  66万円 

 

５ 一時借入金の現在高  なし 
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Ⅱ 令和７年度決算の状況 

 

１ 一般会計 

（１）歳入 

款 決算額 構成率 

市税 103億3,110万円 35.8％ 

地方交付税 49億5,793万円 17.2％ 

国庫支出金 44億8,069万円 15.5％ 

県支出金 24億5,614万円 8.5％ 

地方消費税交付金 17億6,180万円 6.1％ 

繰越金 14億9,534万円 5.2％ 

寄附金 9億1,854万円 3.2％ 

諸収入 6億2,478万円 2.1％ 

地方譲与税 3億4,263万円 1.2％ 

市債 2億9,260万円 1.0％ 

その他 12億1,435万円 4.2％ 

合計 288億7,590万円 100.0％ 

（２）歳出 

款 決算額 構成率 

民生費 106億4,544万円 39.2％ 

総務費 42億6,554万円 15.7％ 

公債費 27億8,859万円 10.3％ 

教育費 25億9,351万円 9.5％ 

土木費 23億3,658万円 8.6％ 

衛生費 16億4,512万円 6.1％ 

消防費 13億7,865万円 5.1％ 

農林水産業費 10億8,746万円 4.0％ 

議会費 2億1,441万円 0.8％ 

商工費 1億9,226万円 0.7％ 

労働費 1,055万円 0.0％ 

合計 271億5,811万円 100.0％ 
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※歳入と歳出の差引額から翌年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支額は 

１１億７，７９３万円の黒字でした。 

 

２ 特別会計 

特別会計名 歳入 歳出 

国民健康保険 61億1,486万円 60億1,004万円 

後期高齢者医療 18億 965万円 18億 836万円 

介護保険 58億5,038万円 56億7,380万円 

介護サービス事業 2,659万円 2,429万円 

合計 138億 148万円 135億1,648万円 

※各会計の歳入歳出ごとに四捨五入しているため，合計が合わないことがありま

す。 

 

３ 水道事業会計 

（１）決算状況 

区分 決算額 

収益的収支 収入 15億6,977万円 

支出 15億5,716万円 

資本的収支 収入 6億1,849万円 

支出 8億4,193万円 

 

（２）給水状況等 

ア 給水状況 5万3,290人 

イ 給水件数 2万2,035件 

ウ 年間配水量 594万2,294㎥ 

エ 一日平均配水量 1万6,280㎥ 
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４ 下水道事業会計 

（１）決算状況 

区分 決算額 

収益的収支 収入 16億1,882万円 

支出 14億9,139万円 

資本的収支 収入 13億 672万円 

支出 16億6,401万円 

 

（２）処理量及び有収水量等 

ア 排水区域 1,161.0ha 

イ 年間処理量 249万8,781㎥ 

ウ １日平均処理量 6,846㎥ 

 

５ 市債の現況（令和７年度末現在） 368億2,701万円 

（１）一般会計 215億9,585万円 

（２）水道事業 38億6,090万円 

（３）下水道事業 113億7,026万円 

 

６ 公有財産の状況（令和７年度末現在） 

（１）土地（公共用地） 223万1,923.55㎡ 

（２）建物（公共施設） 22万9,995.01㎡ 

（３）基金       91億9,427万円 

ア 土地開発基金 6億8,724万円 

イ 文化・スポーツ振興基金 1,272万円 

ウ 奨学資金貸与基金 5,567万円 

エ 財政調整基金 44億7,527万円 

オ 減債基金 12億 227万円 

カ 地域振興基金 6,653万円 

キ 地域福祉基金 3億8,879万円 

ク 公共施設整備基金 12億2,085万円 

ケ 石下庁舎等建設基金 1億1,039万円 

コ 地域交流センター維持補修事業基金 2,991万円 
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サ 森林環境譲与税基金 1,648万円 

シ 道路交通円滑化基金 340万円 

ス 新型コロナウイルス感染症対策基金 60万円 

セ ふるさと応援寄附金基金 2億5,000万円 

ソ 学校施設整備基金 173万円 

タ 国民健康保険支払準備基金 1億1,605万円 

チ 介護給付費準備基金 5億4,537万円 

ツ その他 1,100万円 

 

７ 健全化判断比率の状況（－は，赤字なしの表示） 

 常総市 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － 12.65％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 － 17.65％ 30.00％ 

実質公債費比率 7.4％ 25.00％ 35.00％ 

将来負担比率 36.0％ 350.00％ － 

 

８ 公営企業の資金不足比率の状況（－は，資金不足なしの表示）  

 資金不足率 経営健全化基準 

水道事業 － 
20.00％ 

下水道事業 － 

 


